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日住協Ⅰ日住協 いえかるて

（構築理念と目的）

（１）住生活基本法の制定、長期優良住宅の普及の促進に関する法律の
施行、またストックの有効活用による地球環境問題への貢献など、住宅
の「維持・管理」の重要性が改めて社会的な課題として認識され始め、一
戸建て住宅供給者にとっても適切に対応すべき重要な課題になりつつあ
った。

（２）一方、一戸建て住宅に係る維持管理の状況は、供給者としては不具
合への対応等アフターサービス規準に基づく支援は行っているものの、「
維持・管理」という側面においては、所有者の意識に委ねられる部分もあ
り、必ずしも十分に支援できていないのではないかとの懸念もあった。

（３）そこで、一戸建て住宅の所有者に、長く安全にかつ快適に住み続けて
もらうためには、所有者が維持管理を実施するための意識の醸成と行動
を「適切にサポートできる仕組み」が必要ではないかとの観点から検討を
行った。
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（４）その結果、住宅履歴情報を適切に蓄積するための「住宅履歴蓄積シ
ステム」、適切な維持管理の指標となり得る「指針・規程」の整備、そして
維持管理の重要性と必要性の認識を醸成していくため「意識啓発、普及
促進活動」などをパッケージとした、「日住協 戸建住宅の維持管理を支
援する仕組み」を策定し、継続的な取り組みを行っている。

（５）なお「日住協 戸建住宅の維持管理を支援する仕組み」は、平成21
年度第2回長期優良住宅先導的モデル事業に採択されている。

2注1）日住協 いえかるては、平成21年5月21日より稼動開始。

注2）日本住宅建設産業協会は、住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会に加入し、住宅履歴情報サービス機関として住宅履歴に関
する業務をおこなっている。

「日住協 戸建住宅の維持管理を
支援する仕組み注3）」は、

“一戸建て住宅が適切な状態で長
く利用されていく環境を創出する”

ことを目指している。
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新築段階、維持管理段階からの住宅履歴の蓄積
・より適切な維持管理
・より快適で安全な暮らし

不動産流通の際には
〇売主である住宅所有者
・告知書を補完するより正確な情報
・取引後のトラブル防止
〇住宅購入検討者
・漠然とした不安感の解消
・より的確な判断材料

中古住宅流通の健全な活性化

住宅履歴情報の蓄積と情報提供がなされる環境の醸成が重要
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日住協 いえかるて概要

注1）日住協 いえかるては、日住協会員向け有料サービス。

注2）日住協からは、住まいのお手入れ情報などについて、毎月1回配信をしている。

注3）コールセンターは、オプションサービス。

住宅所有者（約1300名が利用）

日住協いえかるて利用会員

日住協いえかるてデータベース

施主情報 修理履歴

住宅所有者専用ページ
（MY PAGE）

利用会員側管理ページ

修繕履歴登録

施工情報設計情報

図面・取説・施主情報 登録

対応依頼

修理・問い合わせ対応

修繕履歴登録

メンテナンス依頼

・図面情報の蓄積
・施工中画像の蓄積
・点検、修理情報の蓄積
・メールマガジン（注2作成、
配信

・点検お知らせメール配
信

・問い合わせ等受付管理
・お知らせ欄
（information）の作成
他

・図面などの住宅履歴情
報の閲覧

・お知らせ欄
（information）の閲覧

・定期点検の申込み
・修理の申込み
・定期点検案内メールの
受信

・メールマガジンの受信
・会員への各種問い合わ
せ他

コールセンター （注3）

利用料金
（注1

月額25,000円（消費税別）
1利用会員当たりの蓄積戸数無制限
１顧客当たりのデータ容量無制限
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（１）新築段階の各種設計図書を
PDF形式で登録。

（２）維持管理段階の定期点検記
録、修繕記録をテキスト、写真に
より時系列で登録。

（設計図書登録画面 例）

（住宅履歴管理登録画面 例）
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（住宅所有者専用ページ 例）

問い合わせ電話番号を常に表示。

設計図書（PDF）や写真、履歴などを
WEBで閲覧可能。
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日住協Ⅱ一戸建て住宅地盤履歴書の検討

１．背景
（１）東日本大震災（平成23年3月11日）は、東北地方に甚大な被害をも
たらしただけではなく、関東地方にも様々な被害を及ぼした。

（２）また、東日本大震災を要因とした液状化により住宅地が被災するとい
う状況も生じ、住宅地の地盤に対する社会的な関心が高まっている。
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（参考）
当協会は、浦安市などの後援により10／22に“液状化対策フォーラムin浦
安”を開催したが、東日本大震災により液状化の被害を受けた一戸建て住
宅の所有者にとっては、“住み続ける” 或いは“住み替える”のいずれの選
択をするにあたっても、東日本大震災を要因として沈下した地盤の修正や住
宅の傾きの修正、或いは住宅の補修などに多額の費用が必要になってくる。
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＜液状化対策フォーラム＞（平成23年10月22日（土））

◇主催：（社）日本住宅建設産業協会、明海大学

◇協賛：浦安市、浦安商工会議所

◇協力：千葉県土地家屋調査士会

◇場所：明海大学 浦安キャンパス（千葉県浦安市）

◇来場：551名
◇講演

浦安市長 松崎秀樹氏 震災後の被害による影響と浦安市における今後の施策について

明海大学 不動産学部 教授 中城康彦氏 教授 齊藤広子氏
千葉県内における地盤液状化被害の状況と今後の対策について

中央大学 理工学部 教授 國生剛治氏
地盤液状化の起こる仕組みと原因、再発の可能性について

（社）日本住宅建設産業協会 液状化対策、沈下修正工事に係る具体的な手法等の紹介

◇個別無料相談会 45組
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〇個別相談会における主な内容（抜粋）
１）建て替え時の地盤改良工法の選択について
２）一戸建て住宅の基礎下部分における地盤沈下について
３）沈下修正工事、地盤改良などの液状化対策について
４）一戸建て住宅の傾き修復について
５）沈下修正方法と費用、工事期間等について
６）沈下修正の工法について
７）半壊と判定された一戸建て住宅を修復すべきか否かについて
８）耐圧版による修正or薬液注入いずれの方法を採用すべきかについて
９）地盤改良と耐震補強について
１０）液状化防止への対応策について
１１）土地境界の確認方法
１２）外構の復旧工事がスムーズに進められる方法について
１３）自宅（一戸建て住宅）の地盤に係る強度不安について
１４）団地の液状化対策について など。
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２．“不安感解消”への取り組み

住宅購入検討者に住宅地の地盤に対する漠然とした不安感があるのな
らば、その不安感を解消し、より安心して購入をしてもらうために、新築一
戸建て住宅の供給者としても、“何”が出来るのかを検討する必要がある
のではないか。
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戸建地盤履歴書（日住協版）（仮称）の策定検討
１．検討内容
〇一戸建て住宅購入検討者の不安感の内容について
〇各種調査・分析（地盤等調査項目の実態把握） 他
〇地盤調査等に係る項目の整理、用語の解説 他
〇日住協 いえかるて への蓄積について
２．検討時期（予定）

３．検討体制
戸建住宅委員会にて議論、取りまとめを行う。

調査・分析 平成24年１月～３月

策定のあり方の検討 平成24年４月～６月
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地形観察

周辺地形 地形区分
丘陵地、大地、段丘、平坦化地、崖鍾、扇状地、扇状地性低地、自然堤防、
砂州、砂丘、後背湿地、谷底低地、氾濫平野、旧河道、三角州、湿地、海
岸平野、干拓地、盛土地、埋立地、浅い谷、斜面、人口地盤、その他

地形位置 頂上部、中腹部、傾斜部、裾部、平坦部

水路・河川
水路・河川なし、水路・河川あり（調査地より〇ｍ付近に幅〇ｍの河川・水
路

敷地内観
察

敷地履歴

現状
整地、既存宅地、不正系の原野、水田、田、畑、山林、雑木林、造成地、
解体後の更地、解体中、造成中、駐車場、その他

前歴
既存宅地、原野、水田、畑、山林、雑木林、崖地、河川敷、河川、池沼、工
場、駐車場、その他

造成状況

盛土の有無 盛土なし、盛土あり（1ｍ未満、1ｍ以上、2ｍ以上、切土・盛土が混在）

切土の有無 切土なし、切土あり、（全面切土、切土・盛土が混在）

擁壁の有無
擁壁なし、擁壁あり（-2ｍ以上、-1ｍ以上、-1ｍ未満、+1ｍ以上、+2ｍ以上、
その他）、

盛土経過年
数

盛土なし、盛土有り（1年未満、1年～3年未満，、3年～5年未満、5年以上、
10年以上、不明）

新規盛土の
予定

なし、あり（1ｍ未満、1～2ｍ未満、2ｍ以上）

地表面の起
伏

平坦、起伏、傾斜、その他
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注1）地盤調査会社A社における地盤調査様式例。

（地盤調査項目例）

（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ式ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ試験調査帳票）



Japan Association of Home Suppliers

日住協

３．論点

〇東日本大震災を原因とする住宅地の液状化現象は、住宅地内の一区
画だけで発生したのではなく、道路や公共施設などのインフラも含む一団
の住宅地、或いは広域な街区で発生しているのではないか。したがって、
住宅地などの地盤履歴情報については、新築一戸建て住宅供給者から
の取り組みだけではなく、安心や安全の観点からは社会全体の課題とし
て取り組まれる必要があるのではないか。
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